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「5年間隔のHPV検査単独検診は時期尚早である」
日本の現状はHPVワクチンのがん予防効果が出ていない

今後10年以上は、がん検診体制の強化が必要。

１，罹患率が低下（10万人あたり6人以下）するまでは、
細胞診とHPV検査の併用が望ましいと考えます。

２，検診間隔の延長に関しては、妊孕性温存の観点からも、
慎重な配慮が必要です。

日本産婦人科医会
埼玉県産婦人科医会



年代別日本の子宮頸がん罹患率（浸潤がん）の動向
1975-2015年

国立がん研究センターがん情報サービス
『がん登録・統計』より作成 



細胞診・組織診とHPV検査陰性

組織診 HPV陰性
CIN2 ５%
CIN3 ５%
Adenoca. 20%

本邦のHPV併用検診の統合データ

細胞診 HPV陰性
ASC-US 50％
LSIL 20％
HSIL 10％
SCC 2％
AGC/Adenoca.30％

(岩成治 日臨細胞近畿連合会誌2023)



エビデンスレポートにおける検診方法ごとの評価

子宮頸がん検診エビデンスレポート2019年度版不利益（偽陽性）の点で推奨グレードＣとされた

推奨グレードA 推奨グレードC



エビデンスレポートにおける検診方法ごとの評価

浸潤がん減少効果の利益が考慮されていない！ 子宮頸がん検診エビデンスレポート2019年度版

推奨グレードA 推奨グレードC



浸潤がん罹患率減少効果

細胞診・HPV検査併用
最も減少効果が高い！

子宮頸がん検診エビデンスレポート2019年度版
推奨グレードA 推奨グレードC



HPV検査単独検診（5年毎）を推奨しない理由

本邦の現状を鑑みるとHPV検査単独検診は時期尚早



日本のがん検診体制の問題点



HPV検査の導入に関する見解
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